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DV相談件数の推移

（出典）内閣府男女共同参画局調べ
※全国の配偶者暴力相談支援センターからの相談件数は、令和３年10月31日時点の暫定値
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配偶者暴力
相談支援センター DV相談プラス

（2020.4～）

 ＤＶ相談件数の推移を見ると、2020年度の相談件数は、19万0,030件であり、2019年度の約１．６倍。
 2021年１０月の相談件数は、1万5,228件となっている。
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子どもの被害経験

配偶者からの暴力を受けた経験があり、子どもがいる人の

約３割が、何らかの児童虐待もあったと回答。

男女間における暴力に関する調査報告書（令和３年３月内閣府男女共同参画局）より作成

あった
26.5%

わからない
6.7%

まったくない
58.9%

無回答
8.0%

子どもの被害経験の有無



加
害

被
害 子

接近禁止命令
電話等禁止命令

退去命令

警察による
逮捕

加害者プログラム 児童相談所による保護等

相談窓口 一時保護 自立支援

ＤＶ相談＋
24時間電話対応
ＳＮＳ相談
外国語対応

＃８００８
全国共通番号

配偶者暴力相談支援センター

民間
シェルター

ステップ
ハウス

国費による負担・補助

【内閣府予算事業】

相談しやすい環境
づくり、潜在的な被
害の発見

③【内閣府予算事業】

Ｒ４年度予算案：０．１億円
Ｒ２年度：試行実施
Ｒ３年度：試行実施、基礎的なガイドライン策定
Ｒ４年度：試行実施、本格ガイドライン策定

①【内閣府予算事業】

Ｒ４年度予算案：３．７億円
民間シェルター等に対して、交付
金を交付
Ｒ３年度交付状況：26都道府県等
（57団体、105事業）

通報に基づく対応
警察、配暴センター

第26条 民間の団体に対する支援

第３条

第６～８条

第８条の３
福祉事務所による自立支援

各種支援
職業紹介
公営住宅
生活保護

児童扶養手当
等

第４章

第４章

第９条 被害者の保護のための関係機関の連携協力

②【内閣府予算事業】

Ｒ４年度予算案：０．１億円
官民のＤＶ被害者支援の関係者を対象とし
た研修において、研修項目に児童虐待関係
を追加するとともに、研修対象者に児相職員
を追加 等

所管省庁による
各種施策

第28条 国の負担及び補助

はＤＶ防止法に何らか
の規定があるもの。

第25条 調査研究の推進等
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ＤＶ対策の全体像


